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報　告

温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）設立 20周年

地球環境・海洋部　環境気象管理官 *

* 須田　一人・木下　篤哉（現　長崎海洋気象台）・松本　隆則・栗原　幸雄（現　気象衛星センター）

　・濱田　啓次・田中　秀和（現　地球環境・海洋部海洋気象課）・坂井　めぐみ

1.　はじめに

　気象庁が運営している世界気象機関（WMO）

の温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）が，

2010年 10月で設立 20周年を迎えた．

　WDCGG が設立された 1990年は，気候変動に

関する政府間パネル（IPCC）の設立（1988年），

オゾン層や温室効果ガスなどの観測を世界各国の

気象機関などが協力して行う WMO 全球大気監視

（GAW）計画の開始（1989年），気候変動に関す

る国際連合枠組条約（UNFCCC）の採択（1992年）

など気候変動問題が世界的に認知され始めた時期

であった．その後加速度的に気候変動に関する観

測・研究及び各国の施策などの取組が活発化し，

国際的な要請に応えるために WDCGG は業務を

拡充して今日に至っている（付録 1）．
　WDCGG は，GAW の下に設立されている 6つ
の世界資料センター（WDC）の 1つで，全世界

から報告される温室効果ガス観測データをデー

タベース化して管理することを目的としている．

WDCGG に報告されるデータの種類や観測所数

は年々増加を続け，船舶や航空機からのデータも

報告されるなど，データの量・質ともに拡大し

ている．また，WDCGG に報告されたデータは，

刊行物として観測者や研究者に提供されるほか，

WDCGG 自身も様々な解析に使っており，その結

果は UNFCCC の締約国会議にも提供されるなど

温室効果ガスの現状を伝える活動に有効利用され

ている．設立から 20年の間に観測データの報告

方法は，設立当時の報告用紙（コーディングシー

ト）やフロッピーディスクによる郵送方式から，

1995年からは電子メール，1996年からは FTP 方

式を導入し，1990年代半ばにはほぼ全て電子媒

体とインターネットを活用したオンライン方式へ

と変化した．データ公開も，設立当初は印刷物の

みであったが，1995年には CD-ROM などの電子

媒体によって提供するようになり，インターネッ

トが一般に普及していなかった 1996年には既に

WDCGG ウェブサイトを開設し，インターネット

を通じて世界各地から自由にアクセスできるよう

になった．また，計算機性能の向上などにより解

析手法を高度化させてきた．さらに近年は，衛星

観測データの品質評価，化学輸送モデルを利用し

た温室効果ガスの放出・吸収量推定のための入力

データ及び化学輸送モデルの検証に利用するため

に高品質な温室効果ガス観測データへの需要が高

まっており，WDCGG の重要性は今後ますます高

まると考えられる．

　本稿では WDCGG 設立 20周年にあたり，これ

までの活動を振り返るとともに，業務の現状につ

いてとりまとめ，また，国際的な状況を踏まえた

課題や展望についても解説する．
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2.　WDCGG設立の経緯

2.1　GAW計画開始まで

　国際学術連合会議（当時）（ICSU）による総合

的な地球観測のための国際学術協力事業である

国際地球観測年（IGY）が 1957年から 1958年に

かけて実施された時，WMO ではオゾン層の全球

的な観測を推進する「全球オゾン観測システム

（GO3OS）」が開始された．温室効果ガスについて

も時を同じくして，二酸化炭素の観測が 1957年
に南極点で，1958年にマウナロア（Mauna Loa，
米国･ハワイ）でそれぞれ始まった．これらの

温室効果ガスの観測は，1969年に設置が決まっ

た「大気バックグランド汚染観測網（BAPMoN）」

の構成要素の 1つとして WMO によって国際的

に推進された．1979年には国連欧州経済委員会

（UNECE）において欧州諸国などを対象とする「長

距離越境大気汚染条約（Convention on Long-range 
Trans-boundary Air Pollution）」が採択された．

　1980年代になるとオゾン層破壊や地球温暖化

問題をはじめとする地球環境問題への関心が一

層高まり，「オゾン層の保護のためのウィーン

条 約  （ Vienna Convention for the Protection of the  
Ozone Layer ） 」の採択（1985 年），「オゾン層

を破壊する物質に関するモントリオール議定書   
（ Montreal Protocol on Substances that Deplete the 

第 2.1図　GAW の位置付け

Ozone Layer ） 」の採択（1987年），WMO と国連

環境計画（UNEP）による IPCC の設立（1988年），

「第 2回世界気候会議」（スイス・ジュネーブ）の

開催（1990年）などの国際的な取組が進められた．

1992年には「国連環境開発会議（UNCED，地球

サミット）」（ブラジル・リオデジャネイロ）が開

かれ，UNFCCC が採択された．また，同年には

WMO，UNEP，ICSU 及び国連教育科学文化機関

（UNESCO）政府間海洋学委員会（IOC）による「全

球気候観測システム（GCOS）」が設立された．

　このような動きの中で，WMO は互いに密接に

関連しあっている地球環境問題に適切に対処する

べく，新しい概念の下で世界的な観測網を構築す

るため GO3OS と BAPMoN とを統合し発展させ

た GAW を 1989年に開始した（第 2.1図）．

2.2　GAWの任務と構成

　GAW は WMO 大気科学委員会（CAS）の下

に設けられた環境汚染と大気化学に関する部会

（OPAG-EPAC）の合同科学委員会による指揮の下

で活動しており，成層圏オゾンの破壊及び紫外線

の増加，人間活動による大気組成（特に温室効果

ガス，オゾン，エーロゾル）の変化とそれに影響

される気象・気候の変化，大気汚染による人間の

健康へのリスク軽減及び大気汚染物質の長距離輸
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送・沈着といった課題にも取り組んでいる（第

2.2図）．また，全球的かつ長期的な大気環境観測

の維持，データの品質保証・品質管理の実施，統

合的なプロダクトやサービスの提供を通じて，社

会の環境リスク軽減及び環境関連条約に必要な情

報の提供，気候・気象・大気環境に関する予測能

力の向上，環境に関する政策決定を支える科学的

なアセスメント作成への貢献を任務としている．

　現在，GAW は GCOS の枠組みの中で温室効果

ガス（二酸化炭素，メタンなど），エーロゾル及

びオゾン（全量，鉛直分布）の観測網を担ってい

る（第 2.1 図）．GCOS は，UNFCCC の研究及び

組織的観測を推進する役割を担っていることか

ら，GAW は UNFCCC 締約国会議などに対して

科学的な観測事実を継続的に提供するという重要

な役割を担っている（堤ほか，2009）．GAW で

得られた観測データを基に WMO が定期的に発

行している「WMO 温室効果ガス年報（Greenhouse 
Gas Bulletin）」や「南極オゾン報告（Antarctic 
Ozone Bulletin）」のほか，GAW から得られる観

測結果などを基にした論文などの科学的な成果

は，「WMO/UNEP オゾン層破壊の科学アセスメ

ント」や「IPCC 評価報告書」などに貢献するの

みならず，UNFCCC の下での法的・制度的な枠

組みの構築のための基礎的な資料として提供され

ている．

　2010年 10月現在，GAW の下で 27か所の全球

観測所（Global Station）及び数百箇所の地域観測

所（Regional Station）が設置されている（第 2.3図）．

これらの観測所は GAW で定めた観測基準を満た

すために，局地的な汚染の影響を受けにくく広範

な地域を代表する環境に立地している．これらの

観測所から WDC に報告されるデータは品質が明

らかで相互に比較可能なものとなっている．特に，

第 2.2図　GAW 構成図
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第 2.3図　GAW 観測所一覧（GAWSIS 資料を基に作図）

全球観測所は GAW の主要な観測分野であるオゾ

ン，温室効果ガス，反応性ガス，大気沈着，紫外

線，エーロゾルのうち少なくとも 3つの観測を行

うとともに，高層観測など GAW 以外の観測との

連携の役割や科学的な支援を受けつつ，長期的・

先見的な観測を行う拠点としての役割を担うとさ

れており，先述のマウナロアのほか，北はアラー

ト（Alert，カナダ）から南は南極点まで，鉛直

方向にも我が国の南鳥島のような海面近くの地点

から標高 5079m のピラミッド（Pyramid，ネパー

ル）のような高地までが指定されている．GAW
観測所に関する情報をデータベース化し，ウェブ

上で参照できるよう，GAW 観測所情報システム

（GAWSIS）がスイスにより運営されている．

　GAW の科学的な活動を支援・担保するため，

観測分野ごとにその分野の専門家及び関係す

る WDC の代表者とで構成される科学諮問部会

（SAG）を設け，観測網の拡充に関する勧告や観

測の精度・手法に関するガイドラインの作成など

の活動を行っている．WDC 及び GAWSIS の活動

を調整するため，これらの代表者で構成する専門

家チーム（ET-WDC）が設けられている．また，

各観測所における観測が GAW 観測基準と比較で

きるように，較正や比較観測を行う世界較正セン

ター（WCC）及び地区較正センター（RCC），観

測基準を維持する中央較正施設（CCL），観測所

におけるデータ品質保証活動を支援するための研

修などを行う品質保証科学センター（QA/SAC），
そして観測データのデータベース化や管理などを

行う世界資料センター（WDC）が設置されてい

る（第 2.1表）．

　気象庁は，このような GAW の活動の中で，観

測所及び国際センターの運営を行うほか，OPAG-
EPAC をはじめとする多くの専門家グループに職

員が委員として参加している．観測所の運営とし

ては，GAW の全球観測所（南鳥島）及び地域観

測所（札幌，綾里（岩手県），つくば（茨城県），

鹿児島（2005年まで），那覇，与那国島（沖縄県），

南極昭和基地）で長期的に観測を行い WDC にデ

ータを報告している．また，国際センターの活

動として，QA/SAC（アジア・南西太平洋地区の

二酸化炭素，メタン，オゾン全量を担当）及び

WCC（アジア・南西太平洋地区のメタンとアジ

ア地区のドブソン分光光度計によるオゾン観測を

担当）など GAW の下に設立された複数の国際セ

ンターを運営しており，なかでも温室効果ガス
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第 2.1表　WDC 一覧

の WDC である WDCGG は，その活動開始から

20年を経過して，GAW の温室効果ガス関連の活

動における情報発信で中心的な役割を果たしてい

る．

2.3　世界資料センター（WDC）の変遷

　大気化学観測は，研究機関だけでなく定常観測

機関においてもプロジェクト的に行われることが

あるため，プロジェクト終了後にデータの管理が

不十分となり担当者と連絡がとれずにデータが利

用できなくなることが多い．このようなデータ利

用における問題に対応するため設立された WDC
は，報告された観測データの保管，データベース

化及び提供を担ってきた．世界オゾン・紫外線資

料センター（WOUDC）は，GO3OS の世界オゾ

ン資料センターとして 1960年から活動を開始し，

GAW の発足を経て 1992年から紫外線のデータ

も対象として取り扱うことになった．WDCGG は

1990年から活動を開始し，BAPMoN の傘下にあ

った観測所の温室効果ガスデータを取り扱い，さ

らに 2002年には WDC の 1つとして設置されて

いた地上オゾン世界資料センターの業務を引き継

いでいる．世界放射資料センター（WRDC）は，

1964年から活動を開始し世界の放射観測データ

を取り扱っている．世界の降水化学観測データを

取り扱う世界降水化学資料センター（WDCPC）
及びエーロゾル観測データを取り扱う世界エーロ

ゾル資料センター（WDCA）は，活動が一時停

止状態にあったが，それぞれ 2009年，2010年に

新たな機関が機能を引き継いで活動を再開した．

世界の様々な機関が保有する衛星観測データに対

するポータルサイトの役割を持つ大気リモート
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センシング世界資料センター（WDC-RSAT）は，

2003 年以来国際科学会議（ICSU）の世界資料

センターとして活動を行ってきたが，2009年に

GAW の資料センターとしての活動も開始した．

　現在の GAW 関連活動は，統合全球大気化学観

測（IGACO）の理念を基盤としている．IGACO
は，WMO，GCOS，地球観測衛星委員会（CEOS）
など 14の国際機関や計画による実測とリモート

センシングを統合した地球環境観測のための戦略

策定過程である「統合地球観測戦略（IGOS）」の

中で大気化学分野を担当しており，観測の統合，

データの品質評価，リアルタイム伝送，予測モデ

ル・データ同化などを経て，気象・気候及び大

気環境の予測や環境評価などに利用されるまで

のデータ処理の流れが示されている（第 2.4図）．

この中で GAW の WDC は，観測データを品質保

証・検証し，統合して保存する世界統合データア

ーカイブセンターに相当する役割を持つほか，こ

のような統合されたデータを時系列的に再解析し

た全球分布図やリアルタイムにデータ同化した現

況・予測図を提供することが期待されている（堤，

2007）．

2.4　WDCGGの設立

　WMO では，第 40回執行理事会（1988年，ジ

ュネーブ）において，BAPMoN 及び GO3OS に代

表される WMO 監視網の運用形態について再検

討を行い，データの品質管理の強化などについて

力を入れるべきであるという決定が行われた．当

時は，BAPMoN の傘下にあった大気混濁度，降

水化学成分及び降下じんの資料センター，GO3OS
の傘下にあったオゾン資料センター，さらにその

他のものとして放射資料センターなどは設置され

ていたが，温室効果ガス及び反応性ガスについて

は個々の研究者及び機関がデータを保有している

のみであり，全世界を対象に報告を受ける拠点が

存在しなかった．

　このため，WMO 事務局は 1989年 3月に在ジ

ュネーブ国際機関日本政府代表部に対し，「WMO
は，二酸化炭素などの温室効果ガスを中心とした

データを集中して分析・処理し，利用に供するた

めのセンター的機能の充実を考えており，経験・

能力の豊富な日本の気象庁にこの業務を委託する

ことを検討中であるところ，この意向を日本の気

象庁に伝達願いたい．」と要請し，同代表部特命

全権大使から外務大臣宛に公電として伝達され

た．同時に WMO 事務局長から気象庁長官に対

第 2.4図　IGACO におけるデータ処理の流れ



－ 167－

測　候　時　報　77.4-6　2010

－ 167－

しても同様の趣旨の書簡が送付された．これに対

し気象庁は外務省を通じて「前向きに検討を行い

たい．」旨の回答を行った．

　その後日本国政府は WMO からの要請を正式

に受諾し，同年 9 月に WMO と日本国政府との

間で WDCGG 設立に関する書簡の交換が行わ

れた．この取決めを受け，気象庁は地球規模の

気候情報を収集解析し成果を発表するとともに

WDCGG としての任務も遂行する「温暖化情報

センター（Japan Climatic Data Center）」を観測部

管理課統計室（当時）に設置（1990年 6月）し，

同年 10月から WDCGG の運用を開始した（写真

2.1）．WDCGG の運用開始については，WMO 主

催の二酸化炭素濃度及び同位体の測定技術に関

する専門家会合（1990年 10月 14日～ 19日，米

国カリフォルニア州レイクアローヘッド）に当

庁から初めて出席して報告し，出席者による議

論の結果，データの WDCGG への提出方法及び

WDCGG によるデータの配布方法のほか，当時既

に設立されていた米国の二酸化炭素情報解析セン

ター（CDIAC）との協力などについて勧告がと

りまとめられた（WMO，1990）．

2.5　WDCGGの活動の発展

　WDC の業務には，報告された観測データの保

管・提供以外に，データの品質に関する情報をデ

ータ報告者（観測者）へ還元してデータ品質の向

上を図ることや，一般利用者に統計情報や解析結

果を提供することも含まれている．また，データ

を利用する上で不可欠な情報としてメタデータと

呼ばれる観測所の周辺環境，観測方法，較正，品

質などに関する情報をデータと合わせて報告する

よう報告者に依頼している．収集したデータ及び

メタデータとその解析結果は，インターネット

や刊行物など様々な手段で公開されるとともに，

WMO 刊行物の掲載データとしても活用されてい

る．

　WDC へ報告される観測データの品質向上に関

連して，気象庁では，WDCGG の運営に加えア

ジア・南西太平洋地区の二酸化炭素，メタン及

びオゾンに関する QA/SAC の業務も行っており，

QA/SAC の役割の一環として，職員が GAW 観測

所を訪問したり GAW 観測所職員の訪問を受けた

りして観測技術・手法の指導や情報交換を行って

いる．WDCGG で作成した統計情報及び解析結果

を活用し，QA/SAC として観測データの品質向上

のための支援を行っている（第 2.5図）．

写真 2.1　WDCGG 開設時の運用風景（気象庁温暖化情報センターの

パンフレットより）
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　WDCGG では，設立時から具体的に以下のよう

な業務を行ってきた．

（1）温室効果ガス及び反応性ガスの観測データ

（過去のものを含む）の受領

（2）報告データのデータベース化による一元管

理

（3）報告データの処理・解析

（4）報告データに関する刊行物の発行と配布

（5）報告データの磁気媒体などによる提供

（6）観測所及び関係機関との情報交換

　このうちデータ報告からデータベースへの登録

までに行っていた作業には，以下のような 3つの

煩雑な作業が含まれていたが，1991年 1月にデ

ータの報告形式及び送付方法を掲載した「データ

報告マニュアル」（WMO，1991）を刊行したこ

とによって，作業が体系的に行えるようになった．

このマニュアルは後に，「WDCGG 利用ガイド」

（WMO，2008）に受け継がれる（第 3.3節参照）．

①データ媒体を統一する作業

　送付された媒体は記録密度の異なる 8イン

チ，5インチ及び 3.5インチのフロッピーデ

ィスク，WDCGG が定めた紙によるコーディ

ングシートと混在していたことによる．

②データフォーマットを変換するプログラム

を作成する作業

　BAPMoN の枠組みのフォーマットや機関独

自のフォーマットでデータが送付されていた

ことによる．

③データ報告者に了解を得た後，データ処理

手順を統一する作業

　報告されたデータそのものに機関ごとに独

自の規則や分類があったことによる．例えば，

12時の値として報告されたデータが 11時台

の平均値の場合と 12時台の平均値の場合が

あったり，月平均値の計算が，時間平均値か

ら直接平均する場合と日平均値をあらかじめ

計算し更に月別値に集計する場合があったり

など処理手順が統一されていなかった．デー

タ報告者に処理手順変更の了解を得るための

連絡はファックスなどで行っていた．

　報告データの管理及び処理・解析に関し，

WDCGG 設立当初の情報処理システムは，3台の

ワークステーションと 1台のパーソナルコンピュ

ータで構成されていた．このうちワークステーシ

ョンは，気候データに関するデータを処理し気候

データベースを作成する「情報管理システム」，

第 2.5図　観測データと統計・解析情報などの流れ
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第 2.6図　その年の終わりまでに WDCGG に報告された観測所数とデータ数の推移

温室効果ガスデータに関する品質管理や統計処理

などを行って温室効果ガスデータベースを作成す

る「温室効果ガスデータ処理システム」，これら

データベースを入力して現況解析や刊行物を作成

する「温暖化情報解析システム」に分かれており，

パーソナルコンピュータは各観測所から届くコー

ディングシート及びフロッピーディスクを処理し

て温室効果ガスデータ処理システムへ入力するた

めの「温室効果ガス観測データ変換装置」として

利用されていた．これらの情報処理システムは主

として観測データを処理するよう設計されていた

が，2000年に情報処理システムを更新した際に，

メタデータをデータベース化するとともに，デー

タベースから抽出したデータとメタデータをウェ

ブサイトから提供する機能を付加した．

　報告されたデータやその処理・解析結果などを

掲載した刊行物について，当初は原則として印刷

物で提供していたが，WDCGG が運営しているウ

ェブサイトを通じてデータや解析結果などを公開

したり，刊行物を電子媒体化して CD-ROM 又は

DVD-ROM で提供するようになった（第 4.1節及

び第 4.2節参照）．

　WDCGG を運営する組織は，気象庁の組織改編

に伴い，設立時の観測部管理課統計室温暖化情報

センターから，1996年 7月には観測部環境気象

課となり，WDCGG を運営する部門と，温室効果

ガスの観測及びエーロゾルを担当する部門（従来

は観測部測候課）やオゾン層を担当する部門（従

来は観測部高層課）が一体となって GAW 全体を

1つの組織で担当することになった．さらに 2005
年 7月には地球環境・海洋部環境気象管理官に変

更され，地上観測所と船舶による温室効果ガス観

測も 1つの部で担当することになった．これらに

より，WDCGG に報告されているデータの品質管

理や解析がより円滑に進むようになった．

　以上のような変遷を経て，WDCGG に報告され

た観測所数（例えば，1つの観測所から 2種類の

ガスのデータを報告している場合は 2と数える）

及びデータ数（例えば，1つの観測所から二酸化

炭素のデータを 10年分，メタンを 5年分報告し

ている場合は 15と数える）は，WDCGG が活動

を開始して 3年後の 1993年から 2009年の間にそ

れぞれ約 6.5倍及び約 15倍となっている（第 2.6
図）．
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3.　WDCGGで取り扱うデータ

　前項に述べたとおり WDCGG では，報告され

たデータを処理しデータの品質管理やデータベー

スの編集を行っているが，取り扱っているデータ

の種類，観測手段及びデータ収集方式について以

下に説明する．

3.1　データの種類

　WDCGG で取り扱うデータの種類について，報

告されたガスの種類別に第 3.1図にデータ数の推

移を示す．報告データのガスの種類は当初，二酸

化炭素，メタン，二酸化硫黄及び二酸化窒素がほ

とんどであった．その後 1997年 12月の GAW か

らの要請により，揮発性有機化合物（VOCs）の

データを取り扱うようになった．さらに 2002年
10月からは，ノルウェー大気研究所（NILU）の

地上オゾン資料センターが廃止となったため，地

上で観測されたオゾンデータも WDCGG で取り

扱っている．2003年にはラドンなど放射性同位

体の報告が始まった．

　2010年現在，WDCGG に報告されている温室

効果ガス及び反応性ガスは 70種類以上に及ぶ．

主体となるのは二酸化炭素とメタンであるが，こ

れらは WDCGG 設立当初からデータが報告され

ており，二酸化炭素のデータが報告されていた観

測所数は 1993年当時 76であったが現在では 200
以上になっている．

　以下に WDCGG に報告されているガスの一部

について解説する（第 3.1表）．

（1）二酸化炭素（CO2）

　人間活動により大気中に排出されるガスの中で

占める割合が大きいことから，地球温暖化への影

響力が最も大きいガスである．二酸化炭素の排出

の多くを化石燃料の燃焼が占めるが，人間活動に

よる排出量のうちの約 55% が大気中の二酸化炭

素濃度増加量に寄与していると言われている．残

りは海洋や陸上植物によって大気中から除去され

ている．WDCGG 設立当初からデータ報告数が最

も多い．

（2）メタン（CH4）

　発生するメタンのうち人間活動に起因するもの

は全体の約 60％で，生物体の腐敗など自然現象

による発生も多い．大気中に含まれ強力な酸化力

を持つ OH ラジカルとの反応によって，大気中か

ら除去される．二酸化炭素に次いでデータ報告数

が多い．

（3）一酸化二窒素（N2O）

　発生する一酸化二窒素のうち窒素肥料及び燃料

の使用などといった人間活動に起因するものは全

体の約 40% とメタンよりも小さく，有機物の微

第 3.1図　その年の終わりまでに WDCGG に報告された主要なガスの種類別のデータ数の推移

（アイスコア観測のデータ数を除く）
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第 3.1表　主な温室効果ガスの特徴

生物分解及び海洋などといった自然起源の発生が

多い．成層圏での光化学反応により大気中から除

去される．二酸化炭素及びメタンに次いで主要な

温室効果ガスとして，2000年以降データ報告数

が増加している．

（4）ハロカーボン類及び六フッ化硫黄（SF6）

　ハロカーボン類には，オゾン層を破壊する物質

に関するモントリオール議定書で規制されるクロ

ロフルオロカーボン類（CFCs），ハロン類，ハイ

ドロクロロフルオロカーボン類（HCFCs）などの

ほか，京都議定書の下で排出削減の対象となって

いるハイドロフルオロカーボン類（HFCs）やパ

ーフルオロカーボン類（PFCs）などがある．また，

六フッ化硫黄（SF6）も同様に京都議定書による

削減対象になっている．主に工業用として人工的

に生産され，多くは自然界には発生源がないガス

である．非常に安定性が高いため寿命が長く，大

気中からの除去が非常に進みにくく赤外線の吸収

効率も高い．一酸化二窒素と同様に 2000年以降

データ報告数が増加している．

（5）オゾン（O3）

　WDCGG では，オゾン濃度は大気中に存在す

るオゾンの中で地表付近のオゾン（地上オゾン）

の濃度データを扱っている．地上オゾンは，成層

圏で生成されたオゾンが対流圏最下層に輸送され

たものと，対流圏内で高濃度の窒素酸化物のもと

主に炭化水素類の酸化過程で生成されたものがあ

る．地表面への沈着，水素酸化物との光化学反応
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により大気中から消失する．WDCGG の設立当

初は地上オゾンのデータは収集対象ではなかった

が，2002 年に地上オゾンに関する WDC の役目

を引き継ぎ，これ以降は収集対象となった．一酸

化炭素（CO）と並び，二酸化炭素及びメタンに

次ぐデータ報告数がある．

（6）同位体

　二酸化炭素には炭素の原子量が異なる 3種類

の同位体（炭素 12，炭素 13，炭素 14）が存在

し，そのうち炭素 12と炭素 13が安定同位体であ

る．化石燃料が起源となっている二酸化炭素は大

気中の二酸化炭素よりも含まれる炭素 12の割合

が多い．それに対し，生物活動が起源となってい

る二酸化炭素は現在の大気における炭素同位体の

存在比を反映するという特徴を持っている．この

ことから，同位体の存在比は二酸化炭素が化石燃

料起源なのか生物活動起源なのかを知るための指

標とすることができる．なお，酸素の原子量が

異なる安定同位体（酸素 18）も存在し，これも

WDCGG で収集している．2003年頃からデータ

報告数が増加している．

（7）揮発性有機化合物（VOCs）
　VOCs のうち，特に非メタン炭化水素（NMHCs）
は，太陽光のもと光化学反応により水酸イオン

（OH ラジカル）と反応し最終的にオゾンを生成

するため，対流圏オゾンの濃度変動などにも寄与

していると考えられる（秋元ほか，2002）．2010
年 12 月までに 50 種類以上の VOCs が WDCGG
に報告されている．

3.2　様々な観測手段

　WDCGG には，地上，航空機，船舶，アイスコ

アなど様々な観測手段による観測データが報告さ

れている．これらの観測方法について説明する．

（1）地上における大気観測

　WDCGG にはおよそ 300か所の地上観測所から

データが報告されている．気象庁では綾里，南鳥

島及び与那国島の 3か所で二酸化炭素，メタン，

地上オゾンなどの観測を行っており，そのうち南

鳥島は GAW の全球観測所である．また，つくば

（高層気象台）及び南極昭和基地では地上オゾン

の観測を行い，WDCGG へデータを報告している．

　また，森林における二酸化炭素の吸収･排出を

求めることを目的として鉄塔上の複数の位置に取

入口を設けて，1つの観測所で複数の高度におけ

る温室効果ガスの濃度を測定する場合がある．現

在，岐阜県高山（産業技術総合研究所）及びヘジ

ハートシャール（Hegyhatsal，ハンガリー）から

そのようなデータが WDCGG に報告されている．

このような場合，報告データに複数の異なる高度

に関する情報が含まれる．

（2）航空機による観測

　上空の温室効果ガス濃度を測定するための手段

として，航空機を使用した観測がある．

　観測方法には，航空機が飛行する経路上の大気

をガラスや金属などでできている容器（フラスコ）

に採取し着陸後実験室にて分析を行う方法（フラ

スコ法）と，外気を航空機内の測定装置に直接取

り入れ連続して測定を行う方法とがある．二酸化

炭素及びメタンのフラスコ法による観測データが

WDCGGに報告されている．航空機観測データは，

時刻と濃度に加え，位置及び高度の情報がセット

で報告される．

（3）船舶による観測

　洋上大気中及び海水中の温室効果ガス濃度を測

定するための手段として，船舶を使用した観測方

法がある．気象庁では凌風丸及び啓風丸で二酸化

炭素などの観測を行っている．洋上大気中の二酸

化炭素については，大気を直接取り入れて測定す

る方法，表面海水については，船底から揚水した

海水を平衡器と呼ばれる容器内にシャワー状に噴

射して，平衡器内の空気と強制的に混合させ，海

水中の二酸化炭素濃度と平衡状態になった空気中

の濃度を測定する方法（海洋気象部海洋課汚染分

析センター，1992）によっている．このようにし

て測定された二酸化炭素濃度などが WDCGG に

報告されている．船舶観測データには，時刻と濃

度のほか，位置及び海水中の場合には深さに関す

る情報が含まれる．

（4）アイスコア観測

　地上観測所における二酸化炭素の精密観測は

1960年前後から，また，メタンについては 1980
年前後から始まった．それ以前の温室効果ガスの

濃度を把握するための手段の 1つが，アイスコア
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第 3.2図　コーディングシート（航空機，船舶用）

観測である．

　南極大陸やグリーンランドの氷床の氷には多数

の気泡が含まれているが，その中には積雪が圧密

によって氷になる際に閉じこめられた空気が保存

されている．それらの空気を取り出し，二酸化炭

素やメタンなどの量を測定することにより数十万

年前までさかのぼって温室効果ガスの濃度を知る

ことが可能である．WDCGG には，南極のみずほ

基地及びグリーンランドの Site J の 2か所のメタ

ンデータが報告されている．データの中での観測

時刻に関する情報には，推定して求めた年代が示

される．

3.3　データ収集方式の変遷

　WDCGG 最初の出版物である「データ報告マニ

ュアル」（WMO，1991）の中では，フロッピー

ディスク又はコーディングシートによるデータ報

告が推奨されていた． 

　コーディングシートは，WDCGG におけるデー

タの入力や整理などの処理を効率的に行うため決

まった間隔で区切りを入れるなどして，データ報

告者が書き込むべき項目やその位置及び文字数を

指定している．第 3.2図にコーディングシートの

一例を示す．これは航空機・船舶用のもので，緯

度・経度・高度を記入する欄がある．

　フロッピーディスクは 8インチ，5インチ及び

3.5インチの異なるサイズがあり，BAPMoN の枠

組みのフォーマットや機関独自のフォーマットで

データが送付されていた．

　また，当時はコンピュータのオペレーティング

システムや電子媒体への記録方法の標準化が現在

のようには進んでいなかったため，データ報告者

のコンピュータのオペレーティングシステムやフ

ロッピーディスクドライブの種類などもデータの

報告内容に含まれていた．第 3.3図にその報告の

一例を示す．
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　その後，温室効果ガス観測が盛んになり

WDCGG の認知度が上がったことに加え，イン

ターネットの普及により電子メールや FTP によ

るデータ報告が可能となった．これにより，開始

当初と比べてデータ報告数，報告量とも大幅に増

え，観測方法やガスの種類が多様化したこともあ

って，1991年に作成した「データ報告マニュア

ル」では増大・多様化するデータ報告に対応で

きなくなった．そのため，2008年にはデータフ

ォーマットやメタデータの様式，データ利用規

定などについて解説した「WDCGG 利用ガイド」

（WMO，2008）を発行しこれへの対応をはかった．

その後も 2009年には温室効果ガスなどとともに

報告される気温などの観測データを利用しやすい

ようにフォーマットを変更するなど，小規模な改

訂（WMO，2009）がなされている．なお，この

段階でコーディングシートによるデータ報告は廃

止となっており，現在は全世界の 300を超える観

測所のデータが全てインターネットを介して報告

されている．

第 3.3図　データの報告内容
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4.　データ公開

4.1　WDCGGの定期刊行物

　報告データに関する刊行物の発行と配布も

WDCGG の業務となっている．WDCGG が WMO
として発行している刊行物の変遷を第 4.1図に示

す．

　各観測所から報告された温室効果ガス及び反応

性ガスの観測データは「データレポート」として

とりまとめ，1992年から 2001年までは 6か月ご

とに刊行していた．また，観測所ごとの観測履歴，

観測方法，地点情報，観測するガスの種類などを

索引的にまとめた「データカタログ」を 1993年
から 2001年まで不定期で 4回刊行した．「データ

レポート」は，発行当初は月平均値と年平均値の

ほかに日平均値も記載していたが，データ量の

増加に伴い 1995年以降は月平均値と年平均値の

みの記載とした．2001年からは「データレポー

ト」及び「データカタログ」はウェブサイトに掲

載されるとともに，大量の情報を網羅できる CD-
ROM（2008 年以降は DVD-ROM）に月平均値，

年平均値に加えて時間平均値及び日平均値も収録

するようになった．

　また，WDCGG への報告データの解析結果をま

とめて 1995年から刊行している「データサマリ

ー」には，収集データを基に算出された二酸化炭

素やメタンなどの全球・半球・緯度帯別の平均値

及びその増加率，全球的な温室効果ガスの分布状

況などの基本的な解析結果を掲載している．

　これらの刊行物は，各観測所や WMO，国内外

の関係研究機関など 800を超える機関に配布され

るほか，WDCGG ウェブサイト上で公開している．

4.2　ウェブサイトの運営

　WDCGG は 1996 年にウェブサイトを開設し，

2001年からは報告された観測データやメタデー

タを一般に公開している．ウェブサイトではこの

ほかに，WDCGG の刊行物（DVD-ROM，「デー

タサマリー」など）も閲覧・取得可能である．現

在のウェブサイトは，2007年 7月にリニューア

ルしたものである（第 4.2図）．

第 4.1図　WDCGG の刊行物の変遷
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　ウェブサイトには，WDCGG の概要や温室効果

ガスや反応性ガスの基本的な知識に関する解説，

観測データやメタデータを検索・取得するための

ツール，WDCGG 及び WMO/GAW の刊行物など

のコンテンツを掲載している．観測データについ

ては，「WDCGG 利用ガイド」に規定されている

フォーマットで閲覧できるほかに，簡易プロット

図としても閲覧可能である．また，観測所名やガ

スの種類，データの提供機関をキーワードとして

データの検索が可能となっている．検索フォーム

による詳細な検索，緯度・経度の範囲などを指定

した高機能な検索やその範囲のデータの簡易的な

プロット，「データサマリー」に掲載されている

図を見やすく並べた展示コーナーなどのコンテン

ツは，2007年のリニューアル後に追加したもの

である．このうち高機能の検索などの機能は国立

環境研究所が開発し，WDCGG に提供されたもの

である．ウェブサイトで提供しているデータや図

は，観測者の利益を守るべく定められた「WDCGG
利用ガイド」のデータ利用規定に従うという条件

で，誰でも利用可能となっている．

　ウェブサイトへのアクセス件数は日平均で 70
件程度である．データファイルのダウンロード件

数は変動が大きく，日平均で 100件程度だが多い

日は 5000件を超える．ダウンロード件数を地域

別に見ると，日本国内はもとより，中国，北米か

らの利用が多い．ガスの種類では，二酸化炭素，

メタン，地上オゾン，一酸化炭素などの利用が多

い．

第 4.2図　WDCGG ウェブサイト
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第 4.3図　緯度帯別の大気中の二酸化炭素濃度（a）と濃度年増加量（b）の経年変化

　WDCGG が収集した観測データから作成した緯度帯別に平均した大気中の二酸化炭素

月平均濃度と濃度年増加量の経年変化を示す．

4.3　データの利活用

　WDCGG に報告されたデータを基に WDCGG
が解析した結果は，WDCGG ウェブサイト及び

「データサマリー」などで公開している．主な解

析結果は，ガスの種類ごと，全球・半球・緯度帯

ごとの平均濃度やその増加率の経年変化図（第

4.3図），二酸化炭素の人為的な排出量と観測され

た濃度値との比較図などである．

　また，GAW における温室効果ガスに関する

活動の最も重要な成果として WMO が毎年作成

して UNFCCC の締約国会議などで配布している

「WMO 温室効果ガス年報」（第 4.4図）は，掲載

されている温室効果ガスの年平均値や図表のほと

んどを WDCGG が解析・作成しており，WDCGG

の活動成果が広範かつ直接的に利用されている例

である．

　 さ ら に，IPCC 第 4 次 評 価 報 告 書（IPCC，
2007）において，WDCGG は世界の温室効果ガス

観測データの報告を受ける機関として記述されて

いる．WDCGG へ報告されたデータは，様々な機

関や研究者から参照されているとともに，気象庁

が発行する「気候変動監視レポート」，「異常気象

レポート」，「大気・海洋環境観測報告」などにも

掲載されている．

　また，WDCGG としての国際的な活動とは別に，

WDCGG を通じて入手した二酸化炭素観測データ

を利用して，気象庁の長期再解析データ（JRA-25
及び JCDAS）の気象要素を組み合わせ，数値モ

（a）

（b）
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第 4.4図　2006年発行の WMO 温室効果ガス年報

　WDCGG が作成したメタンの緯度帯濃度分布図が表紙となっている．
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デルにより月々の CO2 全球交換量（フラックス）

の分布を求めることで，観測データが存在しない

領域を含めた月別・年別の全球二酸化炭素濃度分

布や年増加量及び任意の地点の経年変化を解析

し，解析結果を分布図などに描いて「二酸化炭素

分布情報」という名称で 2009年 2月から気象庁

のウェブサイトで公開している（第 4.5図）（地

球環境・海洋部 環境気象管理官，2009；Maki et 
al.，2010）．

第 4.5図　二酸化炭素分布情報

　1985年からの二酸化炭素濃度の全球分布図（上）や任意地点の二酸化炭素濃

度の経年変化図（下）が参照可能．
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5.　WDCGGの活動の展望

　ここでは，GAW の長期的な目標を踏まえ，

世界の温室効果ガス観測を取り巻く状況及び

WDCGG に対する要望に基づき WDCGG の現在

の課題を整理し，今後の活動を展望する．

5.1　GAWの長期目標

　WMO では，「WMO 戦略計画」（WMO，2007a）
において WMO としての高水準かつ長期的な目

標及び戦略を定めている．これに沿った形で，

GAW では観測分野ごとに現状を分析し，中期的

な目標を提示し，その実現のための目標及び計

画を定める「GAW 戦略計画」を作成している．

2008年から 2015年までの期間を対象とする現在

の GAW 戦略計画（WMO，2007b）では，以下の

とおり GAW の長期的な目標が提示されている．

• 地上，ゾンデ，航空機，衛星などの観測を統

合した全球三次元大気化学観測網の構築

• オゾン，エーロゾルなどの観測データの準リ

アルタイムでの伝送への対応

• GAW のデータ品質管理システムを定めること

による，観測データの取得，保管，伝達まで

一貫したデータ処理体制の構築

• 気候に影響する要素（エーロゾル，オゾン及

び温室効果ガス）の大気輸送モデル・数値予

報モデルへの同化により作成されたプロダク

ト及びサービスの提供を目指した研究開発の

支援

　2009 年以降に開催された GAW ワークショッ

プ（2009 年），大気科学委員会（CAS）第 15 回

会合（2009 年）など GAW に関係する国際会合

では，GAW データの主要な利用者であるモデル

開発者による利用を促進するため，地上・航空・

衛星観測データの統合手法，データの準リアルタ

イムによる伝送処理及びデータ品質管理手法の強

化が GAW におけるデータに関する課題として取

り上げられた．さらに 2010年夏からは，2012年
からの WMO 全体の新たな戦略計画の作成も踏

まえ，2012年以降の具体的な課題を中心に改訂

した GAW 戦略計画の補遺を作成する作業が開始

されている．

5.2　多様なデータの収集と利活用の推進

　前述の GAW の長期目標である「地上，ゾン

デ，航空機，衛星などの観測を統合した全球三次

元大気化学観測網の構築」を踏まえ，WDCGG は

航空機や衛星による観測データの報告と解析の強

化を目指し，技術開発や関係機関との調整に努め

ている．航空機観測では，高高度での水平飛行時

に加え離着陸時のデータが取得可能であることか

ら，温室効果ガス濃度の広域の緯度・経度分布の

把握，空港付近での鉛直分布解析など幅広い利用

が見込まれる．WDCGG には，国立環境研究所と

気象研究所が日本とオーストラリアの間の日本航

空の定期航空機を利用して観測したデータが報告

されている．また，2011年初めから，気象庁は

防衛省の協力を得て，厚木基地（神奈川県）と南

鳥島の間の上空の温室効果ガスの定常観測を開始

している．衛星観測については観測所数の少なさ

と偏在の解消に寄与することが期待されている．

温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）
は，宇宙航空研究開発機構（JAXA）と環境省の

共同プロジェクトとして 2009年 1月に打ち上げ

られ，二酸化炭素やメタンのカラム量（地表面の

単位面積上の大気中に含まれる対象とする気体分

子の総数）観測を行っている．WDCGG は，今

後 GOSAT をはじめとするこれら衛星観測データ

の利用を進めることが必要であり，そのための準

備を進めている．一方，衛星観測データは，航空

機や地上観測などの直接観測データや地上からの

リモートセンシングデータとの比較が不可欠であ

る．このため，現在観測を行っている GOSAT の

データの品質管理には，WDCGG に蓄積されてい

る観測データが利用されている．また，今後の衛

星観測データの品質管理のため，直接観測データ

の報告・品質評価・提供が今後更に重要となる．

　データの利活用の強化という観点から言えば，

上記のように報告データを多様化し，データを相

互に比較し品質管理を適切に行うことにより，デ

ータの利用価値を高めることで利用者の裾野を広

げる必要がある． WMO の各計画間で共通の情報

通信基盤として構築が計画されている WMO 情

報システム（WIS）もデータの利活用の強化とい

う観点から利用することが望ましい．このため，
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第 5.1図　観測データを時系列で螺旋状に作図した二酸化炭素の濃度螺旋図

　サンプルとしてバロー（Barrow, 米国アラスカ州）．秋に濃度が低くなる様子

や，欠測している期間で所々色が抜けているところが明瞭に識別できる．

WDCGG は WIS の中で特定分野のデータ及びプ

ロダクトの収集・配布・保管を担当するデータ収

集・作成センター（DCPC）として WDCGG が保

有するデータがほかのデータと共通に検索・取得

できるようなメタデータの整備を目指している．

WIS は，インターネットなども活用して効率的

なデータ交換・管理を実現することを目的とし

ており，WIS に参加する様々なデータを横断的

に検索する機能を有している．このことにより，

WDCGG のデータにアクセスする利用者が多様化

かつ増加し，データの利活用が推進されることが

期待できる．

5.3　データの報告者・利用者からの要望

　WDCGG に報告された温室効果ガス及び反応性

ガスのデータの利活用の促進のためには，データ

の報告者と利用者がともに利益を受けるよう，双

方からの要請に応じてデータに様々な情報を付加

していくことが求められる．データの品質に関す

る情報は特にモデルを用いてデータを解析するう

えで不可欠なものとして近年求められているもの

の 1つである．

　現在，WDC に報告されたデータの中には品質

が十分に確保できておらず，データの品質に関

する情報を記述したメタデータが整備されてい

ないものが含まれていることが，GAW 戦略計画

（WMO，2007b）で指摘されている．このため，

各 WDC は，データ受領時の基本的な品質チェッ

クだけでなく，受領後のデータについても精査を

行い，品質に関する情報をデータ報告者に提供す

ることで，データ報告者による品質を確保するこ

とが求められている．このため，データ報告者が

データ品質を確認するために，WDCGG から提

供可能な情報のあり方について検討を進めてい

る．その一例として，観測所ごとの長期変動と季

節変動を同時に確認できるように作成した濃度螺

旋（らせん）図（年輪マップ）を示す（第 5.1図）．

この図は中心から外周に向かって螺旋状に過去か
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ら現在のデータが描画されているため，年々変動・

季節変動の特徴だけでなく，欠測期間や期待され

る値から大きく外れた値も把握することが可能と

なっている．従来の直交座標で表した同様の図に

比べて，時間軸が連続して表現できるため，時間

変化を適切に理解することができるという利点が

ある．

　また観測データの品質に関しては，装置の不具

合や風向による人間活動や植物活動などの影響に

関する情報などを記したデータフラグがデータ報

告者によって付加されているものがある．これら

は，データ報告者の定めた基準により付加された

ものであり，異なった報告者によるデータを利用

者が統一的かつ客観的に選別するための基準は存

在しない．将来的には，データ利用者との協議や

GAW に参加する専門家の間で議論を行った上で，

WDCGG 自身がバックグランド値の選別などに関

する統一的なデータフラグを観測データに付加す

ることも検討している．

　他方，データ報告者からは，報告したデータの

利用度を把握したいという要望が特に近年強くな

っている．あわせて観測に協力した様々な研究者

や組織などの努力に適切に報いるため，利用した

データを論文などへ引用する方法をデータ報告者

が個別に指定したいという要望もある．このほか，

データ報告者も独自にデータをウェブサイトで公

開している例もあり，そのような場合に公開デー

タ間で齟齬（そご）のないようにする必要がある．

近年データ報告者からの要望も多様化する傾向に

あり，データ報告者との連携を通じてこのような

要望に応え，データ利活用の向上を図りたい．
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略語一覧

BAPMoN: Background Air Pollution Monitoring 
Network　大気バックグランド汚染観測網

CAS: Commission for Atmospheric Sciences
　　大気科学委員会

CCL: Central Calibration Laboratory　中央較正施設

CEOS: Committee on Earth Observation Satellites
　　地球観測衛星委員会

DCPC: Data Collection or Production Centres
　　データ収集・作成センター

ET-WDC: Expert Team on GAW World Data Centres 
全球大気監視資料センターに関する専門家チ

ーム

GAW: Global Atmosphere Watch　全球大気監視

GAWSIS: GAW Station Information System
　　GAW 観測所情報システム

GCOS: Global Climate Observing System
　　全球気候観測システム

GOSAT: Greenhouse gases Observing SATellite
　　温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」

GO3OS: Global Ozone Observing System
　　全球オゾン観測システム

ICSU: International Council for Science
　　国際科学会議，1998 年までは International 

Council of Scientific Unions（国際学術連合会議）

と称していた．

IGACO: Integrated Global Atmospheric Chemistry 
Observation

　　統合全球大気化学観測

IGOS: Integrated Global Observing Strategy
　　統合地球観測戦略

IGY: International Geophysical Year
　　国際地球観測年

IOC: Intergovernmental Oceanographic Commission
　　政府間海洋学委員会

IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change
　　気候変動に関する政府間パネル

JAXA: Japan Aerospace Exploration Agency
　　宇宙航空研究開発機構

JCDAS: JMA Climate Data Assimilation System
　　気象庁気候データ同化システム

JRA-25: Japanese Re-Analysis 25 years
　　長期再解析プロジェクト

NILU: Norwegian Institute for Air Research
　　ノルウェー大気研究所

NOAA:  Nat iona l  Ocean ic  and  Atmospher ic 
Administration　米国海洋大気庁

OPAG-EPAC: Open Program Area Group on 
Environmental Pollution and Atmospheric 
Chemistry　環境汚染と大気化学に関する部会

QA/SAC: Quality Assurance/Science Activity Centre
　　品質保証科学センター

RCC: Regional Calibration Centre
　　地区較正センター

SAG: Scientific Advisory Group　科学諮問部会

UNCED: United Nations Conference on Environment 
and Development　国連環境開発会議

UNECE: United Nations Economic Commission for 
Europe　国連欧州経済委員会

UNEP: United Nations Environment Programme
　　国連環境計画

UNESCO: United Nations Educational, Scientific and 
Cultural Organization　国連教育科学文化機関

UNFCCC: United Nations Framework Convention on 
Climate Change

　　気候変動に関する国際連合枠組条約

WCC: World Calibration Centre　世界較正センター

WDC: World Data Centre　世界資料センター

WDCGG: World Data Centre for Greenhouse Gases
　　温室効果ガス世界資料センター

WIS: WMO Information System
　　WMO 情報システム

WMO: World Meteorological Organization
　　世界気象機関
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